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 これまでの主な取り組みと成果                   
地域ケアの推進については、既存の地域ケアネットワ

ーク・井の頭、同・新川中原、同・にしみたかのいずれも
が実施している居場所づくり（地域サロン）事業、井の頭
での地域生活支援サービス（「ちょこっとサービス支え合
い」）事業、新川中原での「資源マップ」の発行など、事業
への活動支援を行いました。また、新川中原、にしみたか
ともに行った生活課題解決に向けた事業の検討や学習
会の開催支援等を行いました。さらに、平成23年３月には
市内で４番目となる「地域ケアネットワーク・東部」を地域
の方々とともに設立しました。 

地域福祉人財の養成と活動支援については、傾聴ボ
ランティアの活動支援や、認知症キャラバンメイトによる
町会・自治会や商店会等地域での「認知症サポーター
養成講座」開催支援を行いました。また、３市３社会福祉
協議会（三鷹市、武蔵野市、小金井市）及び市内大学と
の共催による地域福祉ファシリテーター第二期生（三鷹
市15名）の養成を行うとともに、第一期、二期生向けフォ
ローアップ講座や、三鷹ネットワーク大学との連携による
地域福祉人財基礎講座を開催しました。 
災害時要援護者支援モデル事業では、市内３地区で

のモデル事業の検証を踏まえ、町会・自治会等を基本単

位とした小地域相互支援型同意方式による災害時要援

護者支援事業方針案を検討・作成し、これを、総務部防

災課と連携した「災害時避難支援プラン（全体計画）」に

反映させました。 
バリアフリーの推進については、約300件の公共施設

や公共性のある建物などを対象にトイレ、エレベーター、
スロープ設置などの施設情報を提供する情報サイト「み
たかバリアフリーガイド おでかけ情報」をＮＰＯ、関係団
体等との協働で構築しました。平成21年度からは携帯サ
イトを開設し、運用しています。 

また、利用者本位のサービス提供システム、福祉サー
ビスの質の向上を目的として取り組んでいる第三者評価
受審及び受審事業者の支援は、高齢者施設、保育園に
ついて実施しました。 
 平成23年度の取り組み課題               

健康福祉総合計画2022（仮称）を、幅広い市民参加を
図りながら策定します。 

市の最重点課題の１つである「コミュニティ創生」の一
環として、地域ケアネットワーク事業の充実、設立に向け
取り組みます。また、町会・自治会等との協働によって
「災害時要援護者支援事業」を段階的に展開します。 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 

地域福祉の推進 

希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 
主な担当課：健康福祉部地域福祉課 

第５部 
第１ 

福祉ボランティアの参加者数 
（協働指標） 

計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

１７，０００人 

前期実績値（平成 15 年） １５，６８２人 
中期実績値（平成 18 年） １７，７６５人 

平成 19 年度達成値 １８，２０８人 
平成 20 年度達成値 １７，９２４人 
平成 21 年度達成値 １９，０２５人 
平成 22 年度達成値 １８，３１０人 
目標値（平成 22 年） ２０，０００人 

 
 

 まちづくり指標の達成状況  

福祉ボランティアの参加者数
（協働指標）
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福祉活動を行う団体数  （協働指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
― 

前期実績値（平成 15 年） ４３団体 
中期実績値（平成 18 年） ６７団体 

平成 19 年度達成値 ７２団体 
平成 20 年度達成値 ７６団体 
平成 21 年度達成値 ７８団体 
平成 22 年度達成値 ７９団体 
目標値（平成 22 年） ７５団体 

 
 

 まちづくり指標について 

福祉ボランティアの参加人数についてはボラ

ンティアセンター利用状況の実績から出してい

ますが、近年は、福祉施設側で独自にボランテ

ィアを確保し事業運営を行っているところもあり

ます。また、福祉活動を行う団体数について

は、ボランティアセンター登録団体にＮＰＯ等を

含めたことにより団体数が拡大しています。 
 

 
 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

井の頭に続いて、新川・中原、西部及び東部地区に地域ケアネットワークを設立しました。居場所づくりや

相談、支え合いなどの事業を支援する一方、地域福祉人財の養成と活動支援として、傾聴ボランティア、認

知症キャラバンメイト、認知症サポーター、地域福祉ファシリテーターの養成講座や、三鷹ネットワーク大学と

連携した地域福祉人財基礎講座等を開催しました。また、災害時要援護者支援モデル事業では、３町会と

協働で実施した「災害時要援護者支援モデル事業」を踏まえて、災害時要援護者支援事業方針案を検討・

作成し、これを総務部防災課と連携した「災害時避難支援プラン（全体計画）」に反映させました。 
一方、都市施設のバリアフリー化を推進するため、ＪＲ三鷹駅構内のエレベーター等の整備を支援しまし

た。さらに、高齢者や障がい者が民間賃貸住宅へより円滑に入居でき、安心して住み続けられるよう、支援
の充実を図りました。なお、福祉の自己評価システムの導入は実現していませんが、平成16年度から導入
した第三者評価を受審し、その評価結果を検証することにより、福祉サービスの質を確保できるものと考え
ています。 
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希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 
高齢者福祉の充実 

希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 

主な担当課：健康福祉部高齢者支援課 

第５部 
第２ 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  
高齢者の社会活動マッチング推進事

業への参加者数      （行政指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
― 

前期実績値（平成 15 年） ３８２人 
中期実績値（平成 18 年） １，０６２人 
平成 19 年度達成値 １，２８８人 
平成 20 年度達成値 １，５９５人 
平成 21 年度達成値 １，８３１人 
平成 22 年度達成値 ２，０３４人 
目標値（平成 22 年） ２，０００人 

 

 給食サービス実施件数（ボランティア
による実施を含む）    （協働指標） 

計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

― 

前期実績値（平成 15 年） ５３，５１６食 
中期実績値（平成 18 年） ６２，８２５食 
平成 19 年度達成値 ５７，８０１食 
平成 20 年度達成値 ５５，３４８食 
平成 21 年度達成値 ５３，３７８食 
平成 22 年度達成値 ５２，３４３食 
目標値（平成 22 年） ８５，０００食 

 
 

高齢者の社会活動マッチング推進事業参加
者数　（行政指標）
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 これまでの主な取り組みと成果                 

介護予防の特定高齢者把握事業では、65 歳以上の高

齢者（要介護・要支援者を除く）を対象に、チェックリストの

郵送による把握を実施しました。28,105 人にチェックリスト

を送付し、20,684 人（73.6％）から回答を得ました。また、

介護予防事業対象者には、地域包括支援センターとの

協働により勧奨を行い 1,360 人（目標 1,000 人）の方が参

加しました。 

平成 22 年５月、ＵＲ都市機構が所有していた土地に、

社会福祉法人が市内で初めての個室ユニット型の特別

養護老人ホームを開設したことから、その建設に係る費用

の一部について、市が補助を行いました。三鷹市民の入

居をできる限り多くすることにより、待機者の解消を図りま

した。あわせて地域包括支援センターの事業を委託し、

ケアプラン作成件数 1,812 件、相談延べ件数 2,821 件の

実績があがっています。また、介護が必要となっても、地

域で安心して生活できるよう、地域密着型サービスであ

る、小規模多機能型居宅介護施設、認知症高齢者グル

ープホームの整備に係る助成を行いました。 

三鷹市・武蔵野市と両市の医師会、地域包括支援セ

ンター・杏林大学付属病院及び武蔵野赤十字病院で

構成する「三鷹・武蔵野認知症連携を考える会」で認知

症ケアに係る医療と福祉の連携等に関する協議を進

め、平成22年10月から連携シートの試行を始めました。 

平成22年４月に井の頭住区に設置した「井の頭地域

福祉支援センター」では、年間750件（目標500件）の相

談に加え、14世帯（目標15世帯）に緊急通報システムを

普及し、在宅での安心の確保に努めました。 

 

 平成 23 年度の取り組み課題               

 成年後見制度の周知・啓発を一層進めることに加え、

後見人の受け皿として市民後見人の養成に取り組むとと

もに、低所得者にも制度を利用しやすいよう後見報酬制

度の充実を図ります。 

また、第五期介護保険事業計画（平成 24～26 年度）を

含めた高齢者計画の策定に取り組みます。  

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 

 まちづくり指標について 

高齢者社会活動マッチング推進事業の会員

数は、平成 22 年度末で 2,034 人となっており、

目標値を上回っています。 

給食サービスについては、配食数が減少しま

したが、ボランティアや調理施設の確保などの

課題に取り組み、事業の拡大に努めます。 

 

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

第四期介護保険事業計画（平成 21～23 年度）を策定し、介護保険施設の整備や介護サービスの充実等を

図りました。平成 22 年５月には、新川島屋敷地区に７つ目の地域包括支援センターを設置し、市内７つの日常

生活圏域（コミュニティ住区）すべてに地域ケア拠点となる地域包括支援センターの設置を完了しました。また、

平成 21 年度には、権利擁護センターみたかに成年後見制度推進機関としての機能を付加し、地域福祉権利

擁護事業と成年後見制度の活用による、認知症高齢者等への支援制度を拡充しました。 
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● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 
 
 これまでの主な取り組みと成果                

平成19年度に、障がい者の自立支援の推進を図る
ことを目的に、三鷹市障がい者地域自立支援協議会を
設置しました。協議会では、障がい者を含む幅広い分
野の委員により関係機関のネットワークづくりなどを展
開してきました。平成20年度には平成21～23年度を計
画期間とする第２期障がい福祉計画を策定し、21年度
はこの計画の推進を図りました。22年度は引き続き計
画の推進と第３期障がい福祉計画の策定に向け障が
い者等の生活と福祉実態調査を実施し、自立支援協
議会でも第２期障がい福祉計画の評価と第３期計画へ
の提言を行いました。 

また、障害者自立支援法の円滑な運営とサービス水
準の維持を図るため、利用者や事業者に対して、負担
軽減などの支援策も継続して実施したほか、社会福祉
法人が建設する日中活動の場への整備費補助を行い
ました。就労支援においては、就労支援センターに新
たな地域開拓促進コーディネーターを配置したほか、
障がい者地域緑化推進事業を「花と緑の広場」で開始
し、障がい者の就労機会の拡大を図りました。 

バリアフリーのまちづくりとして、大沢コミュニティ・セ
ンターの障がい者トイレにオストメイト（人工肛門や人工
膀胱の保有者）対応トイレ設備を設置しました。 

北野ハピネスセンターにおいては、乳幼児の小集団
療法を実施し、効果的な早期療育システムの構築を図
ったほか、障がい児一時保育を新たに始め障がい児の
家族支援を図りました。また、成人利用者の重度化に
対応するため改修工事による環境整備を行いました。 

 
 平成23年度の取り組み課題               
 第３期障がい福祉計画（平成24～26年度）及び障がい
者計画を含めた障がい者計画の策定に取り組みます。 

また、重度身体障がい者（児）のショートステイ施設と
して府中市にある生活介護事業所みずきに市民枠１床
を確保したほか、日中活動の場の確保のため、社会福
祉法人三鷹ひまわり会が移転建設する三鷹ひまわり第
一共同作業所へ移転整備に要する費用の一部を助成
します。障害者自立支援法に基づく新体系に移行した
事業所への施設整備補助金を見直します。さらに、北野
ハピネスセンターの今後のあり方及び改善について検
討を続けます。 
 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  

公共施設等でのエレベーター・
だれでもトイレ等の設置数

（行政指標）
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公共施設等でのエレベーター・だれでもトイ
レ等の設置数           （行政指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
エレベーター39 か所 

トイレ 65 か所 
前期実績値 
（平成 15 年） 

エレベーター46 か所 
トイレ 77 か所 

中期実績値 
（平成 18 年） 

エレベーター55 か所 
トイレ 91 か所 

平成 19 年度達成値 
エレベーター55 か所 

トイレ 95 か所 

平成 20 年度達成値 エレベーター55 か所 
トイレ 98 か所 

平成 21 年度達成値 
エレベーター55 か所 

トイレ 99 か所 

平成 22 年度達成値 
エレベーター57 か所 

トイレ 102 か所 
目標値（平成 22 年） 増 設 

 

●：トイレ 

◆：エレベーター 

障がい者福祉の充実 

希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 

主な担当課：健康福祉部地域福祉課 

第５部 
第３ 

 まちづくり指標について 

既存の「障がい者トイレ」を「だれでもトイレ」と

して、改修・整備を進めています。公共施設のト

イレを車いす使用者だけでなく、高齢者、妊

婦、乳幼児を連れた方、オストメイト（人工膀胱

や人工肛門の保有者）など、だれでもが使える

ようにしていきます。 

今後も、多数の人が利用する施設について

は、福祉のまちづくり要綱等に基づき助言及び

指導を行うとともに、市も率先した取り組みを進

めます。 

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

 平成 19 年３月に第１期障がい福祉計画（計画期間平成 19～20 年度）を策定し、平成 20 年３月には第２期障

がい福祉計画（計画期間平成 21～23 年度）を策定し事業を推進しました。策定にあたっては障がい当事者を

含む市民、団体、機関などの委員で構成する検討市民会議を設置し、協働で検討を進めました。相談体制の

充実は、ホームページの活用を行ったほか、平成 19年度に障がい者を含む障がい福祉関係者を構成員として

設置された「障がい者地域自立支援協議会」とともに検討を進め、充実を図りました。また、わかりやすい情報

提供として、「みたかバリアフリーガイド おでかけ情報」をホームページに掲載し、全ての方が安心して気軽に

外出できるよう情報の提供も始めています。日中活動の場の整備については、社会福祉法人等が建設する事

業所に対し、建設のための借入金の一部償還に対する補助を実施し、場の確保に努めました。 

なお、北野ハピネスセンター幼児部門については、その機能を新川防災公園・多機能複合施設（仮称）へ移

転することとしました。 

 

 

 

 

 



 55 

 
 

 

生活支援の充実 

希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 
主な担当課：市民部保険課 

第５部 
第４ 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 
 これまでの主な取り組みと成果            

平成 23年３月末の生活保護受給世帯数は 2,526世

帯で増加傾向が続いています。平成 22 年度は、生活

保護受給者等自立支援プログラム実施要綱に基づ

き、前年度に引き続き被保護者への就労支援事業に

取り組みました。ハローワークとの連携を一層進め、就

労相談・指導を行い、平成 22 年度は新たに 55 人の就

労を実現しました。就労支援事業による就労者数（累

計）は、当初目標の 300 人よりも多い 339 人になりまし

た。 

国民年金は、窓口相談機能等の充実を図るため、

武蔵野年金事務所との連携を強化し、社会保険労務

士有資格者を含む専任嘱託員２人を窓口に配置し、

市民からの問い合わせに丁寧に対応しました。また、

年金制度の改善・充実を図るため、全国都市国民年

金協議会や東京都国民年金協議会等を通じて国への

充実要請を引き続き行いました。 

国民健康保険においては、非自発的失業者の国民

健康保険税の軽減措置が法改正により創設されまし

た。この措置の実施にあたり、対象者への個別勧奨及

び窓口での制度案内の徹底を図り、1,000 件を超える

申請を受け付けました。 

 

 平成 23 年度の取り組み課題            

 就労支援事業については、自立支援に係る体制整備

を図り、ハローワークなど関係機関との連携を強化しな

がら、より一層の支援を行います。また、国の補助金を活

用して新たに年金・資産調査員を配置し、年金受給権の

確認や申請支援等を行い、生活保護受給者の自立促進

と生活保護の適正化に努めます。 

 さらに、「第２のセーフティーネット」と呼ばれる「住宅手

当や緊急融資」など低所得者・離職者対策事業に引き

続き取り組みます。 

就労支援事業による就労者数（累計） 
（行政指標） 

計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
― 

前期実績値（平成 15 年） ― 

中期実績値（平成 18 年） １２０人 

平成 19 年度達成値 １８０人 

平成 20 年度達成値 ２３４人 

平成 21 年度達成値 ２８４人 

平成 22 年度達成値 ３３９人 

目標値（平成 22 年） ３００人 

 
 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  

就労支援事業による就労者数
（行政指標）
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 まちづくり指標について 

生活保護受給者の自立の促進を図るた

め、平成 17 年度から就労支援員を雇用し、

就労支援事業に取り組んでいます。専門性

を持った就労支援員を配置することにより、

ハローワークなど関係機関との連携が強化さ

れ、毎年着実な就労実績を挙げています。 

 

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

就労支援事業については、まちづくり指標の目標値を達成できました。また、平成 22 年度に新たに導入し

た自立支援プログラム（健康管理・金銭管理・子ども若者の各支援事業）では、自立支援員等のサポートによ

り、社会生活や日常生活の能力の向上が図られました。今後も多様な自立支援プログラムを活用し、受給者

の自立の促進を図ります。 

   国民年金の相談窓口機能の充実を図るため、上記のとおり嘱託職員に社会保険労務士有資格者を配置

するなどし、専門性を高めた結果、市民満足度の向上につながりました。 

   国民健康保険制度については、負担の公平性及び財政の健全化を図るため、この間数回の保険税の改

定を実施するとともに、納付機会の拡大を図るため、コンビニエンスストアでの収納及びマルチペイメントネッ

トワーク収納サービスを導入しました。 

  平成 20 年４月に創設した後期高齢者医療制度においては、新制度の周知に努めるとともに、保険証の引

き渡しや保険料の徴収等の業務について適切に実施しました。 
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健康づくりの推進 

希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 
主な担当課：健康福祉部健康推進課 

第５部 
第５ 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  

特定健康診査の実施率及び 
特定保健指導の実施率   （行政指標） 

計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

健康
診査 

保健
指導 

― ― 

前期実績値（平成 15 年） ― ― 

中期実績値（平成 18 年） ― ― 
平成 19 年度達成値 ― ― 
平成 20 年度達成値 46.7％ 11.4％ 
平成 21 年度達成値 49.1％ 21.6％ 
平成 22 年度達成値 48.7％ ― 
目標値（平成 22 年） 52％ 33％ 

※健康診査・保健指導の確定値は 11 月の予定です。 

 

健康づくり事業参加者数
（行政指標）
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各種がん検診受診者数     （行政指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
― 

前期実績値（平成 15 年） ― 

中期実績値（平成 18 年） ７，９３６人 
平成 19 年度達成値 １０，０１５人 
平成 20 年度達成値 ９，４２８人 
平成 21 年度達成値 １４，３６７人 
平成 22 年度達成値 １２，４０３人 
目標値（平成 22 年） １７，５００人 

※上記人数のほか、1,795 人（平成 22 年度）が胃が
ん検診（個別）を受診しています。 
 

健康づくり事業への参加者数 
（行政指標） 

計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

７，５２２人 

前期実績値（平成 15 年） ５，２６４人 

中期実績値（平成 18 年） ６，８６５人 
平成 19 年度達成値 ９，３９７人 
平成 20 年度達成値 １０，３００人 
平成 21 年度達成値 １０，０７１人 
平成 22 年度達成値 １３，１１５人 
目標値（平成 22 年） １０，０００人 

 
 

 これまでの主な取り組みと成果                   
11 月７日に、４回目となるウォーキング大会を実施し、

大会を通して運動や栄養の大切さの周知に努めました。
当日は医師会、歯科医師会、薬剤師会、栄養士会、体育
指導委員協議会、助産師会の参加を得て、健康相談等
のコーナーを設置しました。参加者は 474 人でした。 
新型インフルエンザ(A/H1N1)については、季節性イン

フルエンザワクチンの中に入れ３価ワクチンとして、平成
21 年度に引き続き低所得者世帯に対して接種助成を行
い、感染予防に努めました。その後、３月 31 日をもって新
型インフルエンザ(A/H1N1)は、通常の季節性インフルエ
ンザとして取り扱うことになり、インフルエンザの名称も「イ
ンフルエンザ（H1N1）2009」となりました。 
がん検診については、特定の年齢の女性に対して子宮

頸がん・乳がんに関する検診手帳と無料クーポン券を送
付しました。女性特有のがん検診を促進し、受診者数を
増やし正しい健康意識の普及啓発を図りました。 
特定健康診査の受診率については、未受診者への勧

奨や、制度の周知に努めてきましたが、５月末時点速報
値では 48.7％にとどまっています。なお、保健指導につい
ては６か月の期間をかけて行うため、最終的な達成率は
出ていませんが、平成 22 年度から民間事業者を活用した
契約方法に変更したことにより、目標値（33％）を達成する
ことが見込まれます。 
予防接種については、日本脳炎ワクチンの積極的勧奨

を推進し、接種者数の拡充を図りました。 
妊婦歯科健診については、受診率の向上を図るため、

月２回集団健診により実施していた健診を、地域の医療
機関による個別健診方式に変更しました。これまで 13％
前後だった受診率が 25.6％と大幅に向上しました。 

 
 平成23年度の取り組み課題                         
 国の交付金をもとに東京都が創設した子宮頚がん等ワ
クチン接種緊急促進臨時特例基金を活用して、新たに子
宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワ
クチンの予防接種助成事業を実施します。ワクチンの供
給状況をみながら広報啓発に努めます。 

 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 

 まちづくり指標について 

健康づくり事業への参加者数については目標達成

できました。各種がん検診受診者数は未達成となり、  

特定健康診査受診率については、まだ確定値は出て

いませんが、速報値では達成が難しい状況です。 

 

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

平成20年度より特定健康診査・特定保健指導を開始しました。対象者への個別通知や未受診者への勧奨など

により、特定健康診査等実施計画に基づく年度ごとの目標達成に努めました。 

また、健康・保健に関する総合的な相談の充実を図るとともに母子保健、介護予防等の相談事業を推進しまし

た。妊婦健康診査の公費負担についても 14 回に拡充しました。 

健康づくり事業については、コミュニティ住区における地域活動や住民協議会との連携で、料理教室、健康教

室、ウォーキング大会等を実施しました。 

がん検診受診率の向上については、受診者枠を拡充するとともに女性特有がんの検診を促進しました。 

介護予防事業については、65 歳以上の高齢者のうち、要介護・要支援になる恐れのある高齢者について、運

動機能や口腔機能、認知症予防等の教室を拡充し、参加者の拡充に努めました。 
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● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 
 これまでの主な取り組みと成果                    

「三鷹子ども憲章」をさらに浸透させるため、啓発カー
ドを私立小・中学校の児童・生徒、幼稚園の園児へ配布
するなど普及・啓発に努めました。 

学務課総合教育相談室では、スクールソーシャルワーカー
を配置して、学校だけでは支援が難しかった家庭支援が必要
な児童・生徒に対して、福祉・保健・医療機関等と連携して支
援を行いました。また、各種来所相談だけでなく、スクールカ
ウンセラー、学習指導員及び巡回発達相談員等を学校へ派
遣し、一人ひとりの子どもや保護者のニーズにあった支援を
実施しました。また、いじめ問題については、「三鷹子ども憲
章」を踏まえ、各学園アンケート調査や面談を行うなど、これ
まで以上に市教育委員会、学校、家庭、地域が連携し
て、いじめの未然防止、早期発見、早期対応に努めました。 
子ども家庭支援センターのびのびひろばでは、子ども虐待

防止対応マニュアル等を有効活用し、各関係機関での虐待
に対する「気づき」のレベル強化に努めました。特に個別のケ
ース支援では、各関係機関の早期の気づきから、養育困難
家庭への早期介入が実践され、早期対応する中で虐待の未
然防止の強化につながりました。また、総合保健センターで
は、親の育児不安が強く、社会的に孤立している母親を対象
にして、親の育児支援や虐待予防を目的に保健師等による
グループワークを実施しました。さらに子育てワークショップ
では、子育ての悩みを出し合い、親同士の仲間づくりや子育
て力の向上を目的に、より予防的に親が孤立せず地域で支
えあう関係づくりを支援しました。 
 平成23年度の取り組み課題               
  地域の民生・児童委員による乳児家庭訪問を新たに実施
し、子育て支援に関する情報提供等を行うことにより、乳児
家庭の孤立化を防ぎ、乳児の健全な育成環境の確保を図
ります。 
学務課総合教育相談室では、スクールソーシャルワーカ

ーをはじめとする派遣事業、保護者の心情に寄り添う就学
相談等の相談事業をさらに充実させ、福祉・保健・医療機関
等と連携して支援を推進します。 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  
いじめの発生件数         （協働指標） 

計画策定時の状況（平成 12 年） 
小学校１２件 
中学校１４件 

前期実績値（平成 15 年） 
小学校 ０件 
中学校 ３件 

中期実績値（平成 18 年） 
小学校 ９件 
中学校１０件 

平成 19 年度達成値 
小学校 ４件 
中学校 ８件 

平成 20 年度達成値 
小学校 ３件 
中学校 ８件 

平成 21 年度達成値 
小学校 ７件 
中学校２４件 

目標値（平成 22 年） 
小学校 減少 
中学校 減少 

 
 

「病気等」を理由としない長期欠席（30日以上）
者数               （協働指標） 

計画策定時の状況（平成 12 年） 
小学校４０人 
中学校８０人 

前期実績値（平成 15 年） 
小学校２７人 
中学校８０人 

中期実績値（平成 18 年） 
小学校１２人 
中学校４７人 

平成 19 年度達成値 
小学校 ５人 
中学校４４人 

平成 20 年度達成値 
小学校１１人 
中学校５１人 

平成 21 年度達成値 
小学校１１人 
中学校５２人 

目標値（平成 22 年） 
小学校 減少 
中学校 減少 

 
 

子ども家庭支援センターの利用者数 （行政指標）  
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
４２，０１１人 

前期実績値（平成 15 年） ６３，４４５人 

中期実績値（平成 18 年）   ７２，２２８人 

平成 19 年度達成値   ７８，２０８人 

平成 20 年度達成値 ７５，５４２人 

平成 21 年度達成値   ６１，７３２人 

平成 22 年度達成値   ６８，０３８人 

目標値（平成 22 年） ７５，０００人 

 
 子ども家庭支援センターの利用者数

（行政指標）
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子どもの人権の尊重 

いきいきと子どもが輝く教育・子育て支援のまちをつくる 
主な担当課：子ども政策部子ども育成課 

第６部 
第１ 

 まちづくり指標について 
いじめの発生件数は、減少したとはいえないものの、各

学校がきめ細かく実態を把握し、迅速かつ組織的に対応
したことにより、早期解決に努めました。不登校児童・生徒
数についても、東京都の出現率と比べると低い数値です
が、引き続き、関係諸機関と連携を図り減少に向けて取り
組みます。 
平成 12年度 42,011人だった、子ども家庭支援センター

が実施する主要事業の利用者数は、ここ最近では６万人
を超え、目標の 75,000 人を超えた年度もありました。 

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 
子ども施策の充実を図るため、組織改正を行い、平成 22 年４月１日より子ども政策部が設置されました。 
子どもたちが未来に向けて夢や希望を持ち、明るく、楽しく、元気よく、心身ともに健やかに成長していくこと

ができるよう、子どもと大人の共通目標として「三鷹子ども憲章」を平成 20 年６月に制定し、普及・啓発に努めま
した。子ども家庭支援センターにおいては、関係機関や専門家との連携による子どもの相談に関する総合的な
ネットワーク機能を活用し、児童虐待の早期発見・早期対応から家庭復帰後の見守りや問題を抱えた家庭への
支援を拡大しました。 

総合教育相談室では、平成 19 年６月に教育支援プランを策定し、乳幼児・児童・生徒一人ひとりのニーズに
応える教育支援の推進に努めました。平成 20 年度からはスクールソーシャルワーカーを配置し、学校だけでは
支援が困難で家庭支援が必要な児童・生徒に対して、福祉・保健・医療機関等と連携して支援を行いました。教育相談、
就学相談及びこころとからだの発達相談並びにスクールカウンセラー、学習指導員及び巡回発達相談員の派遣を実施
し、一人ひとりの子どもや保護者のニーズにあった支援を推進しました。 
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保育園待機児童数の減少    （行政指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
１８３人 

（４月１日現在） 

前期実績値（平成 15 年） 
２３４人 

（４月１日現在） 

中期実績値（平成 18 年） 
１５７人 

（４月１日現在） 

平成 19 年度達成値 
１２１人 

（４月１日現在） 

平成 20 年度達成値 
１３４人 

（４月１日現在） 

平成 21 年度達成値 
１９２人 

（４月１日現在） 

平成 22 年度達成値 
２４３人 

（４月１日現在） 
目標値（平成 22 年） ０人 

 
 保育園・認証保育所における保育定員数            

（協働指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
― 

前期実績値（平成 15 年） １，８５４人 

中期実績値（平成 18 年） ２，１１８人 

平成 19 年度達成値 ２，３６５人 

平成 20 年度達成値 ２，３９５人 

平成 21 年度達成値 ２，４２９人 

平成 22 年度達成値 ２，５３７人 

目標値（平成 22 年） ２，３４０人 

 

 
ファミリー・サポート・センター事業の利用件数        

（行政指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
― 

前期実績値（平成 15 年） ６，９７１件 

中期実績値（平成 18 年） １０，４６１件 

平成 19 年度達成値 １０，７５０件 

平成 20 年度達成値 １０，７２３件 

平成 21 年度達成値 ９，４７８件 

平成 22 年度達成値 ９，２６５件 

目標値（平成 22 年） １１，０００件 

 
 保育園待機児数の減少

（行政指標）

0

157

234

183 121

134

192 243

0

100

200

300

H12 H15 H18 H19 H20 H21 H22 目標

人

 

 これまでの主な取り組みと成果                
子育て支援ビジョン及び次世代育成支援行動計画（後

期計画）」に基づき、子どもたちの「育ち」を地域全体で支
え、次世代育成に向けて「未来への投資」を効果的に行っ
ていくことを基本とした施策を実施しました。 
在宅子育て支援については、子ども家庭支援センター

のびのびひろばを中心に、子どもと家庭に関する相談事
業の充実とファミリー・サポート・センター事業の充実に努
めました。事業を開始した平成13年度は会員数472人、活
動件数2,876件でしたが年々拡大し、平成22年度には会
員数2,829人、活動件数9,265件となり、事業が定着してき
ています。 
施設保育支援については、私立認可保育園の分園化、

増築・開設支援、公立保育園の運用定員の弾力化、認証
保育所の開設支援等により204人の定員増を図り、一定の
効果を上げることができました。また、認可外保育施設等
の利用者に対し、経済的負担の軽減を図るため、助成金
の交付を開始しました。 
学童保育所については、平成22年度より指定管理者が

変更となった六小及び南浦小学童保育所のスムーズな運
営管理と、保育時間の延長に向けた準備を行いました。ま
た、子どもたちが、放課後や土・日曜日に安全に安心して
活動できる居場所づくりを目指し地域子どもクラブとの連携
事業を引き続き行いました。さらに、三小では、年間を通し
て学童保育所と地域子どもクラブの連携による事業を実施
するとともに、校舎建替えに伴う仮設学童保育所の整備
を、これまでの定員を拡充して実施しました。 
 平成23年度の取り組み課題               
乳幼児医療費助成制度において１歳から就学前まで

設定している所得制限を平成23年10月から撤廃します。 
保育園待機児童解消に向け、公有地を活用した民間

認可保育所の開設を支援するとともに、公立保育園の運
用定数を弾力化し、保育の質を確保しながら保育定数の
拡大を図ります。また、ファミリー・サポート・センター事業
では、援助会員を対象とした子育てサポーター養成講座
を新たに実施し、地域のサポートリーダーを育成します。 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 

 まちづくり指標について 

目標値を大きく上回る保育定員数を確保して対
応していますが、都内共通の課題である就学前児
童人口の増加、保育所入所申込者数及び入所申込
率の増加傾向により、依然として保育需要が高水準
で推移しています。 

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

平成 20 年度に子ども・子育て支援に関する今後の施策の指針となる「子育て支援ビジョン」を、平成 21 年

度に次世代育成指針の具体化を図る「次世代育成支援行動計画（後期計画）」を策定しました。 

在宅子育て支援を強化するため、子ども家庭センターや親子ひろば事業等の充実を図りました。 

待機児童の解消への取り組みとして、民間保育施設の開設、増築支援、定員の弾力運用化等により一定

の定員増を図りました。また、施設の耐震性確保の視点から、中央保育園及び母子生活支援施設の建替え

を実施しました。学童保育所については、待機児童の解消と児童１人あたりの適正な保育面積の確保、施設

の老朽化を解消するため、４施設の改修、整備等を行い保育環境の向上に努めました。 
 

 

 

 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  

子育て支援の充実 

いきいきと子どもが輝く教育・子育て支援のまちをつくる 
主な担当課：子ども政策部子ども育成課 

第６部 
第２ 
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魅力ある教育の推進 

いきいきと子どもが輝く教育・子育て支援のまちをつくる 

主な担当課：教育委員会指導課 第３ 
第６部 

 これまでの主な取り組みと成果                 
昨年度に引き続き、小・中一貫カリキュラムに基づき、

全７学園が義務教育９年間の連続性と系統性のある指導

の充実を図るなか、児童・生徒の「人間力」、「社会力」を

はぐくむ教育及び地域から強力に学校を支援する「コミュ

ニティ・スクール」を取り入れた学校づくりを展開しました。

また、全学園で実施したコミュニティ・スクール委員会に

よる学園運営や教育活動等についての評価・検証を実

施し、昨年度の結果を踏まえたマネジメントサイクルを軌

道に乗せることができました。教育支援学級について

は、第五中学校及び第七中学校に開設しました。 

市制施行60周年記念事業として「三鷹教育改革フォ

ーラム2010」を開催し、全７学園全学級の授業公開及び

特色ある教育活動の公開を行いました。全国から約

4,000人の参観者を集め、参加者から評価を受けまし

た。また、記念図書「地域と創る三鷹の教育」を発行し、

市民をはじめ広く多くの方々に、本市の取り組みを発信

することができました。 

平成22年度は、教育ビジョンの計画期間満了の年で

あることから、同ビジョンの見直しに向け、調査研究を目

的とする「三鷹市教育ビジョンの見直しに関する研究

会」が、三鷹教育・子育て研究所の分科会として設置さ

れ、同研究会より提言を受けました。 

 

 平成23年度の取り組み課題                            

これまでの検証結果及び「三鷹市教育ビジョンの見直

しに関する研究会」の提言を踏まえ、市民の意見を取り

入れた教育ビジョン 2022（仮称）を策定します。 

また、市立小中学校のＩＣＴ環境について、より効果的

な授業を実施し、事務効率化とセキュリティ向上を図るた

め、再整備と最適化に向けた準備に取り組みます。 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 

市立小･中学校のインターネット対応可能な
学校教育コンピュータの整備台数（行政指標） 

計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

６７６台 

前期実績値（平成 15 年） １，１０２台 

中期実績値（平成 18 年） １，２２８台 

平成 19 年度達成値 １，２３２台 

平成 20 年度達成値 １，６８９台 

平成 21 年度達成値 １，８２８台 

平成 22 年度達成値 １，８５０台 

目標値（平成 22 年） １，６５０台 

 
 授業が分かる児童・生徒の割合（協働指標） 

計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

小学校 
５年 

中学校 
２年 

― ― 

前期実績値（平成 15 年） ― ― 

中期実績値（平成 18 年） 88.3% 67.6% 

平成 19 年度達成値 87.4% 69.0% 

平成 20 年度達成値 87.5% 67.7% 

平成 21 年度達成値 ― ― 

平成 22 年度達成値 ― ― 

目標値（平成 22 年） 増加 増加 

※平成20年度まで全校実施されていた全国学力・ 

 学習状況調査に基づく数値 
 

市立小・中学校のインターネット対応可能
な学校教育コンピュータの整備台数
       　　　　　　（行政指標）

1,650

1,102

1,228

1,689

1,828

676

1,232

1,850

500

1,000

1,500

2,000

H12 H15 H18 H19 H20 H21 H22 目標

台

 

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

 「教育ビジョン」に基づき、「コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育の全市展開及び推進・充実」を

核に、基本的な力をつけるための多様な学習機会の提供に取り組んできました。コミュニティ・スクールを基盤と

した小・中一貫校については、平成 18 年度に「にしみたか学園」を開園し、平成 21 年度には市内の全中学校

区で７学園として全市展開となりました。また、主要事業として実施してきた情報教育の推進、幼保小連携、教

育ビジョンと教育支援プランの推進、地域との連携による学校教育の推進等、三鷹らしい教育を展開する中で

魅力ある教育の推進を図り、それぞれの事業を効果的に展開するためのシステムを構築してきました。これによ

り児童・生徒の教育が教育内容と教育環境の両面で充実し、目標は概ね達成できたと考えています。特に、

小・中学校の教員間、学校間等の情報連絡の円滑化と校務の効率化を図る教員用コンピュータ等の整備につ

いて計画以上に達成することができました。 

 まちづくり指標について 

  市立小・中学校のインターネット対応可能な学校教

育コンピュータの整備台数は 1,850 台となりました。

目標値を 200 台上回ることができ、多様な学習が可

能となるような環境が整ってきました。 

 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  
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創造性と豊かさを広げる生涯学習・文化のまちをつくる 創造性と豊かさを広げる生涯学習・文化のまちをつくる 

 

創造性と豊かさを広げる生涯学習・文化のまちをつくる 

      

第４ 安全で開かれた学校環境の整備 主な担当課：教育委員会総務課 

第６部 いきいきと子どもが輝く教育・子育て支援のまちをつくる 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  
開放された学校施設の利用者数  （協働指標） 
計画策定時の状況（平成 12 年） １７４，７９７人 

前期実績値（平成 15 年） ３５０，２４０人 
中期実績値（平成 18 年） ３８４，０００人 

平成 19 年度達成値 ４３８，４７１人 
平成 20 年度達成値 ４８３，１７０人 
平成 21 年度達成値 ４８７，５０６人 
平成 22 年度達成値 ４６９，２６５人 
目標値（平成 22 年） ４１９，０００人 

 
 

学校施設の耐震化率         （行政指標） 
計画策定時の状況（平成 12 年） ４５．６％ 

前期実績値（平成 15 年） ５７．０％ 

中期実績値（平成 18 年） ６４．６％ 

平成 19 年度達成値 ６８．４％ 

平成 20 年度達成値 ７７．２％ 

平成 21 年度達成値 ８４．３％ 

平成 22 年度達成値 ９０．０％ 

目標値（平成 22 年） ９３．７％ 

 
 

地域子どもクラブ事業の参加者数 （協働指標） 
計画策定時の状況（平成 12 年） ― 

前期実績値（平成 15 年） ２，７６６人 
中期実績値（平成 18 年） １３０，６４８人 

平成 19 年度達成値 １５６，９５７人 
平成 20 年度達成値 １６０，７８６人 
平成 21 年度達成値 １６２，１４９人 
平成 22 年度達成値 １６７，２４７人 
目標値（平成 22 年） １８０，０００人 

 
 開放された学校施設の利用者数

 （協働指標）

384,000
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● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 
 これまでの主な取り組みと成果                  

学校施設の耐震補強工事は、安全性の向上と地域
防災の拠点としての強化を図るため、第七小学校体育
館（第三期）及び第一中学校校舎（第二期）の工事を
実施しました。また、第二小学校校舎及び体育館につ
いて調査・設計を行い、工事実施に向けて準備しまし
た。校舎等の建替えについては、東台小学校の新校
舎建設工事に取り組むとともに、第五中学校体育館の
新体育館建設に着手しました。さらに第三小学校校舎
の建替えに向けた設計業務を完了し、工事着手の準
備を進めました。 
校庭の芝生化の推進については、第六中学校校庭

及び屋上の工事を行いました。東台小学校では新校
舎建設工事の一環として校庭の芝生化整備を行いまし
た。また、すでに芝生化整備を実施した第一小学校、
北野小学校及び第六中学校の芝生の維持管理につ
いては地域・保護者の協力を受けながら取り組みまし
た。 
小学校の体育館や校庭等を活用した地域子どもクラ

ブ事業には、多くの参加者がありました。また、中学生
の居場所づくり事業は、第三中学校に加え、平成22年
９月から新たに第四中学校でも開始しました。 

給食調理業務委託は、平成22年４月から中原小学
校で新たに開始し、計６校となりました。第二小学校及
び井口小学校では平成23年度からの業務開始に向け
た準備を行いました。 

川上郷自然の村では、施設改修計画に基づき、大・
小浴室改修工事を実施し、施設の安全で効率的な維
持・管理に取り組みました。 

 平成23年度の取り組み課題              
第三小学校新校舎の建設工事、第二小学校校舎及び

体育館（第一期）、羽沢小学校校舎の耐震補強工事に取

り組みます。また、給食調理業務の委託化を推進するほ

か、夏季の快適な学習環境を確保するため、小中学校へ

の空調設備の整備に着手します。 

 まちづくり指標について 
学校施設の利用者数は、毎週土曜日午前中に実施してきた「遊び場開放事業」を平成 22 年４月から取

りやめたことや猛暑の影響等により、平成 22 年度実績は前年度実績を若干下回りましたが、目標値を大き
く上回りました。学校施設の耐震化率は平成 22年度末で 90.0％となりました。地域子どもクラブ事業では、
各実施委員会が学校を拠点として積極的に事業を実施し、参加者は前年度よりさらに増加しました。 

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

学校施設の耐震化率は、目標値を若干下回る 90.0％となりましたが、校舎等の建替えも含め、平成 24 年度

末で 100％となる見込みです。東台小学校については平成 23 年３月に工事が完了し、５月から新校舎で授業

が開始されています。校庭芝生化の推進については、予定２校を上回る４校の整備を完了しました。 

子どもたちの安全を確保するため、全市立小学校に学校安全推進員（スクールエンジェルス）を配置し、全

市立小中学校に防犯カメラを設置しています。みたか子ども避難所については新たな登録世帯もあり、充実が

図られています。 

学校図書館の地域開放は、全市立小・中学校で毎週土曜日に実施しています。また、地域子どもクラブ事業

については、放課後子どもプランに基づき、地域子どもクラブと学童保育所の連携を図りながらそれぞれの機

能を活かした放課後対策事業に取り組んでいます。 
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 これまでの主な取り組みと成果                

みたか生涯学習プラン2022（仮称）の策定に向け、「生

涯学習についての市民意向調査」を実施するとともに、社

会教育委員会議では「これからの生涯学習が目指すもの

～生涯学習計画改定に向けての意見～」が提出されまし

た。また、生涯学習計画推進会議を開催し、新たなプラン

の方向性について検討を行いました。 

生涯学習情報の提供として、市内で実施する生涯学習

事業をまとめた｢みたか生涯学習事業情報｣を年４回発行

しました。あわせて、社会教育会館での専任の生涯学習

相談員による相談事業や電話やFAX、メールを利用した

生涯学習相談に取り組み、相談体制の充実を図りました。 

また、市内大学等の連携による市民聴講生の募集で

は、予定数を上回る市民の応募があったほか、学校施設

開放事業や一日家庭教育学級の実施においても多くの市

民の参加がありました。さらに、市民コンサートの開催や第

100回親子音楽会を市制施行60周年記念事業として開催

するなど、生涯学習の場の提供に努めました。 

さらに、多様な取り組みにより、総合的な生涯学習環境の

整備を進めています。社会教育会館では、学校や住民協

議会による連携事業を実施しました。主体的な活動への

支援や協働による生涯学習を推進し、ボランティア養成講

座などにより人財の育成と支援に努めています。また、三

鷹ネットワーク大学では民学産公の協働の取り組みによ

り、様々な教育・研究機関と連携しながら各種講座やサロ

ンを開催しました。 

 平成23年度の取り組み課題               
 みたか生涯学習プラン2022（仮称）の策定に取り組みま

す。あわせて生涯学習環境の整備、情報及び機会の提

供、相談体制の充実、三鷹ネットワーク大学をはじめとした

関係機関との連携、市民との協働による生涯学習の推進

などに取り組みます。 

 社会教育会館が新川防災公園・多機能複合施設（仮

称）に移転・集約されることを見据え、生涯学習事業の

新たな事業展開を検討します。 

 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 

 生涯学習の推進 １ 生涯学習活動 

創造性と豊かさを広げる生涯学習・文化のまちをつくる 第７部 
第１ 主な担当課：教育委員会生涯学習課 

生 涯 学 習 活 動 に参 加 している市 民 数 
（協働指標） 

計画策定時の状況 
（平成 12 年） １１２，０００人 

前期実績値（平成 15 年） １１１，２８９人 

中期実績値（平成 18 年） １４７，４６８人         

平成 19 年度達成値 １５２，９２４人         

平成 20 年度達成値 １９４，８７２人 

平成 21 年度達成値 １９１，７６９人         

平成 22 年度達成値 １９８，３０１人        

目標値（平成 22 年） ２００，０００人 
※第２次改定時（平成 19年度）に地域子どもクラブ事業
への参加人数を新たに指標化して分離しました。これ
により、前期（平成 15 年）から新たな指標による実績値
を掲載しています。 

 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  

生涯学習情報システムへのアクセス件数 
 （行政指標） 

計画策定時の状況 
（平成 12 年） ７０，０００件 

前期実績値（平成 15年） ２４５，８６１件 

中期実績値（平成 18年） ２７６，４２４件 
平成 19 年度達成値 ６３８，７４８件 
平成 20 年度達成値    ６２１，５７６件 
平成 21 年度達成値 ５５５，７７４件 
平成 22 年度達成値 ７６４，６３５件 
目標値（平成 22 年） ７００，０００件 

 
 生涯学習活動に参加している

市民数（協働指標）
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 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

みたか生涯学習プラン2010に基づき、「いつでも、どこでも、だれでも、そしていつまでも」学ぶことができ
るよう、生涯学習の推進を図りました。日頃から市民ニーズの把握を心がけるとともに、学校施設開放事業や
一日家庭教育学級を実施するなど、地域と連携した生涯学習の推進に努めました。また、生涯学習情報ネットワ
ークの充実を図るため、平成19年３月に生涯学習情報システムをリニューアルしました。インターネットによる施
設・講座予約が可能となり、市民への情報提供が拡充しました。さらに生涯学習計画推進会議設置要綱を制定
し、庁内の関係部課と一層の連携が図られました。 

平成 17 年に設立した三鷹ネットワーク大学では、民学産公の協働の取り組みとして市内外の様々な教育機

関等と連携した事業を展開しています。各種講座や人財育成事業などの教育・学習機能、まちづくり総合研究

所や民学産公協働研究事業など研究・開発機能及び窓口・ネットワーク機能を発揮しながら運営しています。 

 

 

 

 

 

生涯学習活動に参加している市民数については目標値をわずかに達成できませんでしたが、最近５年
では最も高い数値を示し、三鷹ネットワーク大学の利用者数を含め上昇傾向が見られます。一方、生涯学
習情報システムへのアクセス件数については目標値の数値を達成しています。 

 まちづくり指標について 
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 生涯学習の推進 ２ 図書館活動 

創造性と豊かさを広げる生涯学習・文化のまちをつくる 

主な担当課：教育委員会図書館 

第７部 
第１ 

 これまでの主な取り組みと成果                
みたか子ども読書プラン 2010に基づき、平成 22年度

も「みたか子ども読書フェア」の全市的展開や乳幼児向
けおはなし会、はじめての絵本（ブックスタート）事業等、
読書活動の推進に向けた取り組みを行いました。また、
コミュニティ・センター等との連携事業も継続していま
す。 
ＩＣＴ（情報通信技術）事業の推進に伴う管理運営形

態の見直しとして、職員定数について平成21年度から３
人減、平成 23 年度からはさらに１人減を実現しました。 

また、「みたか子ども読書プラン 2010 の改定に向けた
調査・検討会議」の提言を基に、みたか子ども読書プラ
ン 2022（仮称）の策定に向けた検討に着手しました。 

南部図書館（仮称）の整備については、財団法人ア
ジア・アフリカ文化財団との協働により検討を進め、事業
化に向けた調整は一定の進展をみています。平成23年
４月に同財団が新公益法人認定を受けたことにより、具
体的な展望が開けました。 

 
 平成23年度の取り組み課題              
みたか子ども読書プラン2022（仮称）の策定に取り組み

ます。また、資料の内容及び品揃えの充実や居心地の
良い施設環境の創出を目指します。また、視覚障がい
者等のためのデイジー図書の充実を図ります。 
 南部図書館（仮称）については、市民会議による提言
を受け、基本プランを作成し、パブリックコメントを実施す
るとともに、設計に取り組みます。 
 
 
 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価  ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  

図 書 館 の利 用 者 数    （協働指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） ６０６，０００人 

前期実績値（平成 15 年） ８５１，９２１人 
中期実績値（平成 18 年） ８５８，４９０人 
平成 19 年度達成値 ９１９，８８２人 
平成 20 年度達成値 ９９７，１９２人 
平成 21 年度達成値 ９７６，８６６人 
平成 22 年度達成値 ９９６，８４９人 
目標値（平成 22 年） １，０００，０００人 

 
 貸 出 し冊 (点 )数      （協働指標） 

計画策定時の状況 
（平成 12 年） １，１４９，７４８冊（点） 

前期実績値（平成 15年） １，２３７，０３３冊（点） 

中期実績値（平成 18年） １，２５６，３０４冊（点） 

平成 19 年度達成値 １，２７４，３２５冊（点） 

平成 20 年度達成値 １，４８２，７４２冊（点） 

平成 21 年度達成値 １，７４６，１４０冊（点） 

平成 22 年度達成値 １，７０６，０６２冊（点） 

目標値（平成 22 年） １，７００，０００冊（点） 

 
 図 書 館 の延 べ開 館 日 数 （行政指標）               

計画策定時の状況 
（平成 12 年） １，３５６日 

前期実績値（平成 15 年） １，４４７日 
中期実績値（平成 18 年） １，４３６日 
平成 19 年度達成値 １，４０６日 
平成 20 年度達成値 １，４２９日 
平成 21 年度達成値 １，４４３日 
平成 22 年度達成値 １，４５２日 
目標値（平成 22 年） １，５００日 

 
 

 

図書館の利用者数（協働指標）
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 まちづくり指標について 

図書館の利用者数は、ほぼ目標値を達成

することができました。貸出し冊（点）数は、目

標値を達成することができました。図書館の延

べ開館日数は、図書資料整理や蔵書点検の

ための休館により、目標値をわずかに下回りま

した。 

第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

 開館時間の延長及び開館日の拡大については、本館と三鷹駅前図書館で平日の午後８時まで延長するとと

もに、各館の開館日数を順調に増やしてきました。図書館の情報拠点化の取り組みとして、図書館コンピュー

タ・システムの再構築により、リライトカード導入や館内利用者用端末機の増設、移動図書館車への移動体通

信の導入、インターネットや携帯電話サイトによる在庫資料予約の開始等の新機能を追加しました。また、ＩＣタ

グシステムを中心にカウンターレスの仕組みを実現し、利用者への貸出・返却・予約に係る自動化などのサー

ビス向上を図るとともに、管理運営形態の見直しによる職員定数削減を同時に行うことができました。連携事業

についても、コミュニティ・センター３館及び杏林大学医学図書館との連携ができるようになり、成果がありまし

た。アジア・アフリカ文化財団との協働により取り組む南部図書館（仮称）の整備について、平成 19 年度より、検

討を進めてきました。国の公益法人改革の実施に伴い、同財団の新公益法人への移行を踏まえて整備を進め

る必要が生じ、計画期間内には整備に至りませんでしたが、特色ある市立図書館の整備を目指した検討、協議

を進めました。 
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 市民スポーツ活動の推進 

創造性と豊かさを広げる生涯学習・文化のまちをつくる 
主な担当課：教育委員会スポーツ振興課 

第７部 
第２     

週１回以上スポーツ活動を行っている市民の割合            
（協働指標） 

計画策定時の状況（平成 12 年） ― 

前期実績値（平成 15 年） ３２％ 

中期実績値（平成 18 年） ― 

平成 19 年度達成値 ３９.２％（※参考値） 

平成 20 年度達成値 ― 

平成 21 年度達成値 ４３.４％（※参考値） 

平成 22 年度達成値 ３６％ 

目標値（平成 22 年） ５０％ 

        ※東京都の調査による数値 
 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  

市のスポーツ施設等の利用者数
（協働指標）
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市のスポーツ施設等の利用者数  （協働指標） 

計画策定時の状況（平成12年） ６４８，７５５人 

前期実績値（平成 15 年） ７７７，０３２人 

中期実績値（平成 18 年） ７９０，３５７人 

平成 19 年度達成値 ８３７，６９５人 

平成 20 年度達成値 ８４４，５７５人 

平成 21 年度達成値 ７９２，９６６人 

平成 22 年度達成値 ８７６，４９７人 

目標値（平成 22 年） ８５０，０００人 

 
 

 これまでの主な取り組みと成果                  

総合スポーツセンター(仮称)の建設については、「市

民センター周辺地区整備に関する検討委員会」を設置

したほか、関係団体等の意見を聴くなど、市民参加を図

りながら基本設計を進めました。平成23年２月の市議会

臨時会において、ＵＲ都市機構が市に代わって防災公

園を整備すること、関連する補正予算などが議決され、

「健康・スポーツの拠点」として新川防災公園・多機能複

合施設（仮称）が整備されることになりました。 

大沢総合グラウンドについては、４月にはサッカー・ラ

グビー場と管理棟を、10 月には野球場・ソフトボール場を

リニューアルオープンしました。オープン記念式典を市制

施行 60 周年記念事業として開催し、市民の利用の促進

を図りました。 

また、平成25年に東京都で開催される「スポーツ祭東

京2013」（第68回国民体育大会・第13回全国障害者ス

ポーツ大会）に向けて、実行委員会を設立し、運営体制

の確立を図りました。 

民間事業者等と連携したスポーツ振興の取り組みとし

ては、ＦＣ東京等との連携・協力による各種イベントを実

施しました。また、スポーツ指導者の育成や人財の活用

を図るために、市民スポーツ団体に呼びかけて講習会

や研修会を実施し、スポーツ指導者の資質向上に努め

ました。総合型地域スポーツクラブの拡充については、

市内西部地区と東部地区のモデルクラブの運営を支援

しました。 

 

 平成23年度の取り組み課題               
新川防災公園・多機能複合施設（仮称）の整備につい

ては、市長部局と連携し、関係団体、審議会等との調整

を進めながら実施設計に着手するとともに、施設の機能

連携や管理運営の方針等の検討を行います。また、大

沢野川グラウンド駐車場管理設備を機械化し、管理業務

委託料の縮減を図る一方、受益者負担の考え方に基づ

き、スポーツ教室への参加費を新設します。 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 

  まちづくり指標について 

  市のスポーツ施設等の利用者数について
は、平成 21 年度に大沢グラウンド整備工事
により減少したことを除けば、順調に推移
し、目標値を上回りました。 

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

平成 19年３月から導入したスポーツ情報予約管理システムは、順調に稼動しています。施設利用後に納付す

る口座振替も適正に行われ利便性の向上を図るとともに、利用者のニーズに対応した適正な稼働と運用に努め

ました。総合型地域スポーツクラブについては、モデルクラブの実施種目が増え、継続したスポーツ活動が行わ

れています。全市的な展開については、地域と連携したスポーツ活動のあり方などを検討しました。 

総合スポーツセンター(仮称)の建設については、都市再生ビジョンに基づいて策定された「市民センター周辺

地区整備基本プラン」を踏まえ、東京多摩青果（株）三鷹市場跡地に「健康・スポーツの拠点」となる、新川防災

公園・多機能複合施設（仮称）を整備することになりました。 

大沢総合グラウンドは、都の公園整備計画にあわせて、テニスコート、サッカー・ラグビー場、管理棟、野球

場・ソフトボール場の整備を完了し、リニューアルオープンしました。 

平成 25年に東京都で開催されるスポーツ祭東京 2013については、21年度に準備委員会を設立した後、22

年度に実行委員会へ改組し、運営体制の確立を図りました。 
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創造性と豊かさを広げる生涯学習・文化のまちをつくる 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 
                   

 

芸術・文化のまちづくりの推進 

創造性と豊かさを広げる生涯学習・文化のまちをつくる 
主な担当課：生活環境部コミュニティ文化課 

第７部 
第３ 

    
     

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

 平成 20 年度の太宰治没後 60 年、平成 21 年度の生誕 100 年を記念して、平成 20 年３月に太宰治文学サ

ロンを開設しました。平成 22 年度には、市制施行 60 周年記念事業として、三鷹ゆかりの文化人に焦点をあて

た事業展開を図りました。また、平成 20 年５月から、山本有三記念館の入館料有料化に取り組み、収入の確保

及び展示やガイドボランティアの充実を図りました。なお、記念館の保全の必要性については認識しています

が、保育園や学校施設等の維持・保全を優先したため、現時点では取り組みが進んでいません。 

絵本館プロジェクトの推進では、市内各地域で活動の担い手養成講座を実施し、現在では、市内５地域で

活動を行っています。また、プロジェクトの拠点として平成 21 年７月に、国立天文台敷地内に「三鷹市星と森と

絵本の家」を整備し、国立天文台や市民との協働により特色ある運営を開始しました。 

エコミュージアム事業とは、人々が生活する一定の空間(地域)を博物館として捉え、現地で歴史・文化・自然

などに関わる遺産を展示し、地域の発展に寄与しようとする新しい概念の博物館のことです。武蔵野地域を代

表する貴重な文化遺産である「大沢の里水車経営農家」は、平成21年度に水車稼働整備工事を行い、日本機

械学会から機械遺産の指定を受けました。平成 22年 11月より一般公開を有料で開始しています。また、「大沢

二丁目古民家（仮称）」は、平成 21、22 年に復原修理に向けた地盤調査・基本設計・実施設計を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 これまでの主な取り組みと成果                   

市制施行60周年記念事業として、中田喜直を顕彰す

る「ちいさい秋みつけたコンサート」と、「三鷹ゆかりの文

学者たち展」を、財団法人三鷹市芸術文化振興財団と

共催で開催しました。「太宰治文学サロン」では、開館以

来の入場者数が５万人を超え、みたか観光ガイド協会と

の協働による太宰治ゆかりの場所のガイドでは好評を得

ています。また、「みたか・子どもと絵本プロジェクト」で

は、各地域で子どもと絵本をつなぐ活動の担い手養成

講座を実施し、講座後に生まれたグループの交流のた

め連絡会を実施しました。 

エコミュージアム事業については、「武蔵野（野川流

域）の水車経営農家」を「大沢の里水車経営農家」に名

称変更し、施設の有料化を実施しました。水車機構動

態保存記念式典を開催した後、11月から一般公開を開

始しました。「大沢二丁目古民家（仮称）」については、

復原修理に向けた実施設計を行いました。また、文化財

特別講演会、エコミュージアム入門講座、文化財市民協

力員養成講座、民俗資料収蔵庫の展示会及び遺跡見

学会などを実施し、広く伝統文化に対する市民意識の

向上に努めました。さらに、埋蔵文化財については、天

文台構内古墳報告書の作成を行いました。 

 平成23年度の取り組み課題              
公会堂の耐震工事及び公会堂別館の建て替え工事

については、新たなバリアフリーへの対応や会議室の

仕様変更に伴う調査検討を行ったことから、設計期間

を平成23年６月まで延長しました。12月を目途に工事

に着手し、平成24年度内の工事完了を目指します。 

市の芸術文化施設で実施される事業の入場
者率（行政指標）
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市の文化財の見学者数及び市が実施する歴史・
文化財関連の講演会等の参加者数 （行政指標） 
計画策定時の状況（平成 12 年） ２７，４９１人 

前期実績値（平成 15 年） ４４，９１９人 

中期実績値（平成 18 年） ３６，０４８人 
平成 19 年度達成値 ４４，４７４人 
平成 20 年度達成値 ３０，５２９人 
平成 21 年度達成値 ６８，６２０人 
平成 22 年度達成値 ５８，８９４人 
目標値（平成 22 年） ５０，０００人 

 
 

市の芸術文化施設で実施される事業の入場者率            
（行政指標） 

計画策定時の状況（平成 12 年） ９２％ 
前期実績値（平成 15 年） ８５％ 

中期実績値（平成 18 年） ７８％ 
平成 19 年度達成値 ８６％ 
平成 20 年度達成値 ８８％ 
平成 21 年度達成値 ８３％ 
平成 22 年度達成値 ８４％ 
目標値（平成 22 年） ９２％ 

 
 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  

 まちづくり指標について 

  平成 22 年度は、三鷹市芸術文化振興財団の事業において、美術・演劇・音楽・文芸各分野での入場
者数はわずかですが増加しました。文化財の見学者及び講演会等参加者数は、星と森と絵本の家の来
館者が増えた半面、猛暑の影響により山本有三記念館、太宰治文学サロン及び大沢の里水車経営農家
の見学者は減少し、相対的に前年に比べ１万人減少しました。 
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 まちづくり指標について 
コミュニティ・センター、地区公会堂の利用者数は、耐震補強等工事や猛暑などの影響によって、前年度比で約 34,000

人の減少となりました。ボランティアセンター及び市民協働センターの利用者数は、75,991 人となり対前年度比 736 人増

で、目標値を大きく上回りました。市内のＮＰＯ認定団体数は、74 団体となり、対前年度比６団体増となりました。 

 

 
コミュニティの展開と協働のまちづくりの推進 

ふれあいと協働で進める市民自治のまちをつくる 
主な担当課：生活環境部 

コミュニティ文化課 

第８部 
第１ 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 
 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  

コミュニティ・センター、地区公会堂の利用者数               
（協働指標） 

計画策定時の状況（平成 12 年） ８９３，７１８人 

前期実績値（平成 15 年） ９１３，１３８人 

中期実績値（平成 18 年） ８７３，６６１人 

平成 19 年度達成値 ８８５，１７８人 

平成 20 年度達成値 ８７７，１７４人 

平成 21 年度達成値 ８７１，６３３人 

平成 22 年度達成値 ８３７，２４４人 

目標値（平成 22 年） ９２０，０００人 

 
 

ボランティアセンターや市民協働センターを利用 
する市民の数               （行政指標） 

計画策定時の状況（平成 12 年） １７，５０２人 
前期実績値（平成 15 年） ２２，３８５人 

中期実績値（平成 18 年） ５８，２２８人          
平成 19 年度達成値 ６１，２０８人          
平成 20 年度達成値 ６７，６１２人 
平成 21 年度達成値 ７５，２５５人          
平成 22 年度達成値 ７５，９９１人          
目標値（平成 22 年） ６０，０００人 

 

 

コミュニティ・センター、地区

公会堂の利用者数（協働指標）
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市内のＮＰＯ認定団体の数      （協働指標） 
計画策定時の状況（平成 12 年） １０団体 

前期実績値（平成 15 年） ３５団体 

中期実績値（平成 18 年）      ６１団体 
平成 19 年度達成値      ６１団体 
平成 20 年度達成値 ６４団体 
平成 21 年度達成値 ６８団体 
平成 22 年度達成値 ７４団体 
目標値（平成 22 年） 増加 

 
 

   

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 

住民協議会の活性化を図るため、事務局職員の人事任用制度について、人事制度検討委員会を設置し

て報告書をまとめました。平成 22 年 10 月から、住協間において派遣研修を開始しています。 

市民協働センターは、協働運営のさらなる充実を図るため、平成 19 年度に事務局に市職員と市民スタッフ

による協働運営方式を開始し、平成 21 年度からはＮＰＯ法人市民協働ネットワークを指定管理者とする運営

方式へと移行しました。各種講座やＮＰＯフォーラムの実施等をはじめ、数多くの事業において市内の人財や

団体等を活用し、活動の場を提供するとともに、様々な協働事業を実施しました。 

民学産公の協働による調査研究事業として、三鷹まちづくり総合研究所を三鷹ネットワーク大学と共同で設

置しました。地域課題や政策課題について調査研究を行っています。また、地域の知的資源を活用し、三鷹

ネットワーク大学、国立天文台と協働で地域再生計画「科学技術と科学文化を活かしたまちづくり」に取り組

みました。科学技術を産業に活かせる人財育成や、科学文化普及のための人財育成を進めています。 

 これまでの主な取り組みと成果                

市の最重点課題の１つである「コミュニティ創生」は、
新たな共助や協働による地域課題の解決を目指して
います。その取り組みの一環として、町会等地域自治
組織活性化事業（がんばる地域応援プロジェクト）を実
施し、地域の課題解決などに取り組む11団体・11事業
を助成対象事業として採択しました。他団体との交流
や、助成対象以外の団体の活性化を誘発・支援する
ため、平成23年２月に採択事業の発表会・交流会、３
月にはＮＰＯ法人みたか市民協働ネットワークとの協働
で実例集を発行しました。また、コミュニティ・センター
の防災拠点化を推進するため、大沢コミュニティ・セン
ターの耐震補強工事に取り組みました。 
市民協働センターでは、市民やＮＰＯ等との連携・協

力のもと、第９回みたか市民活動・ＮＰＯフォーラムを開
催しました。シンポジウム等の協働推進事業や市民活
動支援事業を実施し、1,639人の参加がありました。ま
た、センターの利用状況を踏まえ、管理運営について
一定の見直しを行い、運営の充実を図りました。 

三鷹ネットワーク大学に設置している三鷹まちづくり総合

研究所では、新たに「三鷹教育・子育て研究所」を設け、教

育ビジョンの改定に向けた研究を行いました。 

 平成 23 年度の取り組み課題               
「コミュニティ創生」の取り組みについては、庁内でプロ

ジェクト・チームを設置するとともに、三鷹まちづくり総合

研究所に研究会を設置し、現代的課題を地域で解決で

きるよう、その課題や方向性について研究を進めます。ま

た、持続可能な都市づくりを目指す「サステナブル都市

三鷹」の研究についても、三鷹まちづくり総合研究所で

取り組みます。 

市民協働センターでは、市民協働ネットワークと協働の取

り組みを進めつつ、協働の拠点としての機能を強化・拡充

するため、市民協働センターの運営のあり方について検討

します。 
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 「21 世紀型自治体」の実現と都市自治の確立 

ふれあいと協働で進める市民自治のまちをつくる 
主な担当課：企画部企画経営課 

第８部 
第２ 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況  
職員定数見直し数        （行政指標） 
計画策定時の状況（平成 12 年） ― 

前期実績値（平成 15 年） ９２人 

中期実績値（平成 18 年） １５３人 
平成 19 年度達成値 １８４人 
平成 20 年度達成値 １８６人 
平成 21 年度達成値 １９５人 
平成 22 年度達成値 ２０２人 
目標値（平成 22 年） ２１０人 

       ※各年度４月１日現在の見直し数 
経常収支比率               （行政指標） 
計画策定時の状況（平成 12 年） ８７．８％ 

前期実績値（平成 15 年） ８６．８％ 

中期実績値（平成 18 年） ８６．５％ 
平成 19 年度達成値 ８９．８％ 
平成 20 年度達成値 ８８．８％ 
平成 21 年度達成値 ８８．３％ 
目標値（平成 22 年） 概ね８０％台を維持 

 公債費比率                （行政指標） 
計画策定時の状況（平成 12 年） ９．２％ 

前期実績値（平成 15 年） ９．９％ 

中期実績値（平成 18 年） ９．８％ 
平成 19 年度達成値 ９．１％ 
平成 20 年度達成値 ８．３％ 
平成 21 年度達成値 ７．６％ 

目標値（平成 22 年） 
概ね１２％を超え

ないこと 

 実質公債費比率             （行政指標） 
計画策定時の状況（平成 12 年） （１２．７％） 

前期実績値（平成 15 年） （１３．０％） 

中期実績値（平成 18 年） １２．９％ 

平成 19 年度達成値 ７．０％ 

平成 20 年度達成値 ５．９％ 

平成 21 年度達成値  ５．１％ 

目標値（平成 22 年） 
概ね１６％を超え

ないこと 

              ※（ ）の数値は準公債費比率 
人件費比率               （行政指標） 
計画策定時の状況（平成 12 年） ２４．３％ 

前期実績値（平成 15 年） ２１．５％ 

中期実績値（平成 18 年） ２０．０％ 
平成 19 年度達成値 １９．３％ 
平成 20 年度達成値 ２０．０％ 
平成 21 年度達成値 １６．９％ 

目標値（平成 22 年） 
概ね２４％を超え

ないこと 

 

● 施策の評価～平成 22 年度を振り返っての評価 

 まちづくり指標について 
職員定数見直し数は、各部へきめ細かなヒアリング

を実施し、職員配置の見直しの取り組みを進めまし
たが、新規事業等への対応に伴う職員体制の確保
などがあり、目標を若干下回りました。財政指標につ
いては、すべて目標値を達成しています。 

 第３次基本計画（第２次改定）の達成状況等 
自治基本条例を平成 18 年４月に施行するとともに、自治の定着と自治の推進を図るため、パブリックコメント

制度や市民会議・審議会等の活性化など、自治の仕組みの円滑な運用に努め、多元的、多層的な市民参加
を推進しました。行財政改革については、行財政改革アクションプラン 2010 の諸課題の着実な取り組みを進
め、健全な財政基盤を維持するため、経費の削減、歳入の確保に努めました。一方で、コストを抑えつつも質
の高い公共サービスを提供するため、市業務の民営化・委託化を進めました。さらに、職員定数についても不
断の見直しを行い、平成７年度以降、全国の他の自治体に先行して計画的な見直しに取り組んでいます。ま
た、リーマンショック後の厳しい財政環境に対応するために事務事業総点検運動に取り組み、徹底した事業見
直しや予算のスリム化を行いました。市の最重点課題の１つである「都市再生」の取り組みは、都市再生ビジョ
ンに基づき、新川防災公園・多機能複合施設（仮称）の整備を中心に進めています。また、ファシリティ・マネ
ジメントの視点から、公共施設の効率的な維持・保全・活用に向け、公共施設の情報を一元的に管理するデ
ータベースシステムの構築に取り組みました。 

 これまでの主な取り組みと成果             

次の総合計画となる第４次基本計画の策定に向けた
取り組みとして、各市民会議・審議会で提言等の取りま
とめを進める一方、「まち歩き・ワークショップ」を実施し、
コミュニティ住区での市民参加を図りました。また、積極
的な情報提供を行うため、論点データ集、基礎用語事
典を発行したほか、市民意向調査・団体意向調査を実
施し、市民ニーズの把握に努めました。 

各市民会議・審議会等公募委員については、全国初
の取り組みとして無作為抽出による公募委員候補者名
簿を作成しました。この中から委員を選出することで、さ
らなる市民会議等の活性化が図られました。 

一方、絶えざる行財政改革の取り組みの一環として、
事務事業総点検運動推進本部を設置しました。すべて
の事業について経費を精査し、予算のスリム化に努めて
います。これを踏まえつつ、行財政改革アクションプラン
2022（仮称）策定に向けた課題検討を行いました。 

市民センター周辺地区整備については、「市民センタ
ー周辺地区整備基本プラン」を踏まえ、検討委員会を
設置し、庁内検討、関係機関等の調整を図りながら基
本設計を進めました。平成 23 年２月の臨時市議会の議
決を経て、ＵＲ都市機構の「防災公園街区整備事業」の
枠組みを活用し、新川防災公園・多機能複合施設（仮
称）として整備を推進することとなりました。 

なお、市は平成22年11月３日に市制施行60周年を迎
えました。市制施行60周年記念式典のほか、17の市主
催事業を実施し、７種の記念刊行物を発行しました。 

 平成23年度の取り組み課題               
第４次基本計画を策定するとともに、事務事業総点検

運動を継続して行いながら行財政改革アクションプラン
2022（仮称）を策定します。新川防災公園・多機能複合
施設（仮称）整備については、庁内検討、関係機関等と
の調整を図りながら実施設計に着手するとともに、施設
の機能連携や管理運営の方針等の検討を行います。 
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Ⅱ　成果に対する評価

①　大（目標の指標等を達成）

②　中

③　小又はなし

Ⅲ　効率性・経済性に対する評価

①　高（特別の成果あり）

②　中

③　低

事後評価項目と評価レベル

Ⅰ　進捗状況評価

①　当初計画通り〈計画以上進捗を含む〉

②　若干遅れた

③　大きく遅れた

３ 平成 22 年度事業評価 評価結果概要 
（１）概 要 

平成 14年度から開始した事業評

価も、９年目の取り組みとなりまし

た。事業評価審査会等による評価対

象事業の事業数は、122 件となって

います（平成 21 年度は 115 件）。 

なお、事業評価に加え平成 15 年

度から「各部の運営方針と目標」を

定めています。これは各部の戦略的

な経営視点を踏まえた運営方針を

明確にするとともに、重要な事業の

目標を設定し、公開するものです。

事業評価による全体的な評価に加

え、部の経営方針や事業の優先度を

明らかにすることで、総合的な評価システムの展開を図っています。平成 22年度の「各部

の運営方針と目標」の達成状況については、第Ⅲ章に掲載しています。 
 
平成 22 年度の事業評価については、８月から 10 月にかけて中間評価を行い、年度終了

前後の３月から４月にかけて事後評価を行いました。中間評価では、平成 22年度事業の進

捗状況等の確認と次年度に向けた提案を評価します。主管課での１次評価と事業評価審査

会（審査会は、企画部長・総務部長・企画部調整担当部長・総務部調整担当部長・企画経

営課長・財政課長で構成）における２次評価に加え、市長をはじめとした理事者による政

策会議で３次評価が行われました。 

一方、事後評価は、主管課の１次評価と事業評価審査会における２次評価を行いました。

評価方法は１次評価、２次評価ともに、事業の当初計画と執行実績を比較・検証する「進

捗状況」の評価項目、｢まちづくり指標｣等の成果に

関する目標値と実績値を比較・検証する「成果」の

評価項目、そして、予算執行方法や事業の効率的な

取り組みの成果を比較・検証する「効率性・経済性」

の３つの評価項目について、それぞれ３段階の評価

を行っています。また、平成 22年度の執行結果にお

ける問題点・課題や平成 23 年度の取り組みにおける

留意点等について総括的にコメントする「総合評価」

も行いました。 

これらの評価結果は担当課にフィードバックされ、

今後、市民から寄せられたご意見などとあわせて、

平成 23年度の事業執行や平成 24 年度の予算編成に反映されることになります。 

なお、評価対象事業全 122 件の評価結果は、別冊の資料編と市のホームページに掲載し

 重点管理事業 部内管理事業 総  計 

企 画 部 １０ ４ １４ 

総 務 部 １０ ４ １４ 

市 民 部 ５ ２ ７ 

生活環境部 １２ ７ １９ 

健康福祉部 １０ ２ １２ 

子ども政策部 １１ ３ １４ 

都市整備部 １４ ５ １９ 

水 道 部 ３ １ ４ 

教育委員会 １３ ６ １９ 

総  計 ８８ ３４ １２２ 

 

事業評価対象事業数の集計（平成 22年度） 
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ています。 
（２）事後評価結果の概要 

事業評価制度も９年目となり、評価の取り組みについても定着が進んでいます。 

事業評価審査会では、引き続き客観的で正確な評価を進めるために審査基準の適切な運

用を図りました。特に｢効率性・経済性｣の評価項目については、レベル１の「高」とする

には、事業の結果として予算の執行残が生じたのみでは評価せず、通常の取り組みに加え、

コスト減を図った積極的かつ特別な取り組みや、当該事業の結果として行革の効果が出た

等の成果が示されなければならないとの厳しい基準を示し、評価を行っています。さらに、

｢進捗状況｣や｢成果｣を評価するにあたっても、当初計画と執行結果との比較や、まちづく

り指標の目標値と実績の数値等を精査することにより、より正確な評価を進めました。 

また、主管課の１次評価と事業評価審査会における２次評価の結果は概ね一致したもの

になっていますが、今後も主管課と審査会の評価基準に関する認識の共有化が図られるよ

う、取り組みを推進していきます。 

 

平成22年度の評価結果を平成21年度と比較すると、７割以上の事業が当初の予定どおり

に事業執行され、目標を達成しており、概ね同じような傾向が続いています。主管課評価

や事業評価審査会の評価が

低い事業（レベル３と評価

された事業）は、市民や関

係機関に対し丁寧な対応に

努めたことや、慎重に検討

を重ねたことにより、時間

を要し、当初計画どおりに

事業執行することが困難に

なった等のケースです。今

後は、これらの課題を抽出

し、その課題解決に向けて

取り組みを進めていくとともに、今後同様の状況が発生する可能性のある事業については

予防措置を講じる等、他の施策にも反映させていきます。なお、三鷹市の事業評価制度の

目的は、評価点の高低のみにとらわれることなく、事業の課題を明らかにし、それを理事

者も含めた政策論議の俎上に載せることによって、以後の取り組みや改革・改善につなげ

ることにあります。今後の事業評価の取り組みにあたって、その趣旨をさらに浸透させて

いきたいと考えます。 

 

主管課による事後評価結果の集計 

評価  レベル  1 2 3 

Ⅰ進捗状況評価 ９２  ２８  ２  

Ⅱ成果評価 ８９  ３２  １  

Ⅲ効率性・経済性評価 １７  １０５  ０  

 

事業評価審査会による事後評価結果の集計 

評価  レベル  1 2 3 

Ⅰ進捗状況評価 ９２  ２７  ３  

Ⅱ成果評価 ９１  ３０  １  

Ⅲ効率性・経済性評価 １７  １０５  ０  
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■事 業評価対象事業一覧 （基本計画の施策体系に基づき整理しています。） 
    ※重点：重点管理事業 部内：部内管理事業 ／ 事業主管課 ／ 数字：資料編掲載ページ      

 第１部 世界に開かれた平和・人権のまちをつくる                                
  ◆第１◆ 国際化の推進 

◆ 第２◆ 平和・人権施策の推進 
【重点】三鷹・長崎平和交流事業―市制施行 60 周年記念事業― ··············· 企 画 経 営 課   １０ 

   ◆第３◆ 男女平等社会の実現 
【重点】男女平等参画の推進（男女平等に関する市民意識・実態調査の実施／男女平等行動計画の改定）  ··· 企 画 経 営 課   １４ 

 

 第２部 魅力と個性にあふれた情報・活力のまちをつくる                            
  ◆第１◆ 情報環境の整備 
   【部内】 三鷹市ユビキタス・コミュニティ推進事業の実施 ························ 情 報 推 進 課 ２４ 

【重点】 ＦＡＱシステム（よくある質問と回答）の充実 ····························· 相談・情報課  ３２ 
【重点】 地方税電子申告の拡充 ·················································· 市 民 税 課 ６６ 
【重点】 次期基幹系システムの構築 ·············································· 情 報 推 進 課 １６ 

【重点】 ＩＣＴ事業継続計画（仮称）の策定 ········································ 情 報 推 進 課 １８ 

  ◆第２◆ 都市型農業の育成 
【重点】 農業関係団体との協働による都市農業の推進 ························· 生 活 経 済 課  ９０ 

◆第３◆ 都市型産業の育成 
【重点】 三鷹市都市型産業誘致条例（仮称）の制定 ····························· 生 活 経 済 課  ７６ 
【重点】 緊急不況対策・緊急雇用創出事業の充実 ······························· 生 活 経 済 課  ７２ 

◆第４◆ 商業環境の整備 
【重点】 商工会・商店会連合会との協働による商店街活性化事業の推進（むらさき商品券事業）  ·· 生 活 経 済 課 ７４ 
【部内】 みたか都市観光協会との連携による観光振興事業の推進 ············ 生 活 経 済 課 １０６ 

◆第５◆ 消費生活の向上 
【部内】 消費者相談及び啓発・情報提供事業の拡充···························· 生 活 経 済 課 １０８ 

  ◆第６◆ 再開発の推進 
   【重点】 三鷹駅南口中央通り東地区再開発事業の支援（都市再生機構との連携強化）  ·· まちづくり推進課  １６６ 

【部内】 三鷹駅南口西側中央地区市街地再開発事業への支援 ··············· まちづくり推進課 １９４ 
【重点】 三鷹台駅前周辺地区のまちづくりの推進～三鷹台駅前周辺地区まちづくり推進地区整備方針の検討～  ·· まちづくり推進課  １７２ 
 

 第３部 安全とうるおいのある快適空間のまちをつくる                              
  ◆第１◆ 安全で快適な道路の整備 
   【重点】 連雀通りの整備の推進 ··················································· まちづくり推進課 １７０ 

【部内】 都市計画道路 3・4・13 号線（牟礼地区）整備促進 ······················ まちづくり推進課 １９２ 

 【重点】 三鷹台駅前周辺のまちづくりの推進～市道第 135 号線（三鷹台駅前通り）整備の促進～  ···· 道 路 交 通 課 １７４ 
【部内】 バリアフリーの道路整備の推進 ·········································· 道 路 交 通 課 １９６ 

 【重点】 東京外かく環状道路に関する調査・検討 ································ まちづくり推進課 １６８ 
  ◆第２◆ 緑と水の快適空間の創造 

【重点】 まちづくり３計画の改定及び策定の検討（土地利用総合計画・三鷹風景づくり計画（仮称）・緑と水の基本計画） · まちづくり推進課 １６２ 

緑 と公 園 課  

【重点】 緑と水の拠点・ルートの整備（サイン整備、大沢の里の整備） ········· 緑 と公 園 課  １８８ 
【重点】 安全安心な橋梁の整備··················································· 道 路 交 通 課 １８６ 

【重点】 花と緑のまちづくりの推進（花と緑のフェスティバル―市制施行 60 周年記念事業―） ·· 緑 と公 園 課 １６4 
  ◆第３◆ 住環境の改善 
      １ 住環境の改善 

【部内】 建築計画概要書管理システムの構築・運用 ······························ 建 築 指 導 課 １９０ 
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２ 安全安心のまちづくり 
【重点】 安全安心まちづくり事業の普及拡大 ····································· 安 全 安 心 課 ９４ 

  ◆第４◆ 災害に強いまちづくりの推進 

【部内】 全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ）の設置 ···························· 防 災 課 ５４ 
【重点】 防災関係機関連携訓練 ·················································· 防 災 課 ４４ 
【重点】 新型インフルエンザ対策の推進 ········································· 健 康 推 進 課 １２４ 

【重点】 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に向けた取り組み ························ 防 災 課 ３０ 

【部内】 家具転倒防止器具の設置普及 ·········································· 防 災 課 ５６ 

    ◆第５◆ 都市交通環境の整備 
   【重点】 みたかバスネットの推進及び「地域公共交通総合連携計画」策定に向けた取り組み ·· 道 路 交 通 課 １７８ 

【重点】 駐輪場整備基本方針の策定 ············································· 道 路 交 通 課 １８０ 
 

 第４部 人と自然が共生できる循環・環境のまちをつくる                             
   ◆第１◆ 環境保全の推進 
   １ 環境保全 
   【重点】 環境基本計画の推進とみたか環境フェスタ 2010（市制施行 60 周年記念事業）の開催 ·· 環 境 対 策 課 ７８ 
   【部内】 環境基金活用事業の推進 ················································ 環 境 対 策 課 １００ 

   【重点】 環境マネジメントシステムの運用とスーパーエコ庁舎推進事業の実施 ·· 環 境 対 策 課 ８０ 

   ２ 公害防止 
  ◆第２◆ 資源循環型ごみ処理の推進 
   【重点】 新ごみ処理施設の整備··················································· ごみ対 策 課 ８８ 
   【部内】 エコ野菜地域循環モデル事業の拡充 ··································· ごみ対 策 課 １０２ 

【重点】 家庭系ごみの減量・資源化の推進 ······································ ごみ対 策 課 ８６ 
  ◆第３◆ 水循環の促進 
  １ 上水道と雨水利用 

 【部内】 配水管の新設による配水管網の整備 ··································· 工 務 課 ２０６ 
【重点】 初期ダクタイル管の取り替えによる耐震性の向上 ······················ 工 務 課 ２０４ 
【重点】 経年管（配水管）取り替えによる耐震性の向上 ························· 工 務 課 ２０２ 

【重点】 都営水道事業の事務委託解消に向けた取り組み ······················ 業 務 課 ２００ 

  ２ 下水道と雨水浸透 
   【重点】 「下水道再生計画（下水道地震対策整備計画）」の推進 ··············· 下 水 道 課 １８２ 

【重点】 都市型水害対策としての雨水管等整備事業 ···························· 下 水 道 課 １８４ 

【部内】 東部処理区の流域下水道等への編入の推進 ·························· 下 水 道 課 １９８ 

 

 第５部 希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる                              
  ◆第１◆ 地域福祉の推進 

【重点】 健康・福祉総合計画等の策定に向けた取り組み（実態調査等） ··········· 地 域 福 祉 課 １１８ 

【重点】 地域ケア推進事業の拡充 ················································· 高齢者支援課  １１０ 

【重点】 地域福祉フォーラム（仮称）の開催―市制施行 60 周年記念事業― ····· 高齢者支援課  １２０ 
  ◆第２◆ 高齢者福祉の充実 

【部内】 井の頭地域福祉支援センターの開設と運営 ····························· 高齢者支援課 １３０ 

【重点】 介護老人福祉施設等の整備に伴う介護サービスの拡充 ··············· 高齢者支援課 １１２ 

【重点】 災害時要援護者支援モデル事業の推進 ··············································· 高齢者支援課   １２６ 
【重点】 健康づくり・介護予防事業の推進 ········································· 高齢者支援課 １１６ 

健 康 推 進 課  

  ◆第３◆ 障がい者福祉の充実 

【重点】 北野ハピネスセンター乳幼児小集団療法及び障がい児一時保育事業の実施 ···· 北野ハピネスセンター １２８ 
【重点】 障がい者施設の整備費の助成 ····························································· 地 域 福 祉 課 １１４ 
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  ◆第４◆ 生活支援の充実 

【重点】 被保護世帯自立促進事業（健康管理、金銭管理、子ども・若者支援）の実施 ·· 生 活 福 祉 課 １２２ 
【重点】 国民健康保険財政の健全化と収納率の向上 ··························· 保 険 課 ６２ 

【部内】 後期高齢者医療制度の運営 ············································· 保 険 課 ６８ 

  ◆第５◆ 健康づくりの推進 

       【部内】 特定健康診査・特定保健指導の着実な事業推進 ························ 保 険 課 ７０ 
 

 第６部 いきいきと子どもが輝く教育・子育て支援のまちをつくる                         
◆第１◆ 子どもの人権の尊重 

【重点】 三鷹子ども憲章の普及・啓発 ················································· 児童青少年課 １３６ 
【重点】 子育て支援ビジョン及び次世代育成支援行動計画の推進 ············· 児童青少年課 1３４ 

子ども育 成課   

子育て支援課   

◆第２◆ 子育て支援の充実 

【重点】 みたか子育てねっとの携帯サイトの構築 ································ 子ども育 成課   １５４ 

【重点】 公立保育園の弾力運用による定数の拡大（待機児解消に向けての取り組み） ·· 子ども育 成課   １４２ 
 【重点】 認可保育所及び認証保育所等の開設・整備支援（待機児解消に向けての取り組み） ·· 子ども育 成課   １４６ 

【部内】 市立保育園における延長保育の拡充 ··································· 子ども育 成課  １６0 

【重点】 南浦西保育園建替事業（待機児解消に向けての取り組み） ··········· 子ども育 成課  １４４ 

【部内】 中央保育園及び母子生活支援施設三鷹寮建替事業 ·················· 子ども育 成課  １５６ 

【部内】 病児保育事業の充実 ····················································· 子ども育 成課  １５８ 

【重点】 認可外保育施設等利用者助成事業（待機児解消に向けての取り組み） ·· 子ども育 成課  １４０ 

【重点】 学童保育所の整備（三小学童保育所の整備事業） ······················· 児童青少年課  １４８ 

【重点】 父子家庭に対する児童扶養手当の拡大 ································ 子育て支援課  １５２ 

【部内】 妊婦歯科健診の個別化の実施 ··········································· 健 康 推 進 課  １３２ 

【重点】 子ども手当等の支給事務の確実な執行································· 子育て支援課  １３８ 
  ◆第３◆ 魅力ある教育の推進 
   【重点】 幼稚園就園奨励費補助金の拡充 ······································· 子育て支援課  １５０ 

【重点】 教育支援プランの推進と教育支援学級の整備等······················· 学 務 課 ２２６ 

【部内】 教育委員会点検・評価の実施 ············································ 総 務 課 ２４２ 
【重点】 教育・子育て研究所の設置と三鷹市教育ビジョンの見直し ············ 指導課・総務課 ２１２ 

  【重点】 コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育の充実と発展 ······ 指 導 課 ２０８ 

【重点】 教育改革フォーラムの開催―市制施行 60 周年記念事業― ·········· 総務課・指導課 ２１０ 
【部内】 幼稚園・保育園・小学校の連携教育の推進 ····························· 学 務 課 ２３８ 

  ◆第４◆ 安全で開かれた学校環境の整備 
  【重点】 三鷹中央学園第三小学校、鷹南学園東台小学校・第五中学校体育館の建替え（建設工事） ··· 総 務 課 ２１６ 

【重点】 学校耐震補強工事の実施 ················································ 総 務 課 ２１８ 
【重点】 学校校庭の芝生化事業の推進 ·········································· 総 務 課 ２２８ 

 

 第７部 創造性と豊かさをひろげる生涯学習・文化のまちをつくる                        
  ◆第１◆ 生涯学習の推進 
   １ 生涯学習活動 

 【重点】 みたか生涯学習プランの改定に向けた取り組み · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  生 涯 学 習 課  ２３2 

【部内】 三鷹ネットワーク大学事業の充実に向けた協働の推進 ················ 企 画 経 営 課 ２６ 

【部内】 親子音楽会の開催―市制施行 60 周年記念事業― ··················· 生 涯 学 習 課 ２３４ 
 

  ２ 図書館活動 

【重点】 南部図書館（仮称）の整備に向けた取り組み ··························· 図 書 館 ２３0 

【部内】 みたか子ども読書プランの改定 ·········································· 図 書 館 ２４0 
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  ◆第２◆ 市民スポーツ活動の推進 
   【部内】 東京国体の推進 ·························································· 国 体 推 進 室 ２３6 

【重点】 市民センター周辺地区整備に向けた取り組み（健康・スポーツ及び生涯学習の拠点整備の推進） ·· 総合スポーツセンター建設準備室 ２１４  
                                                 ・社会教育会館   
【部内】 川上郷自然の村の大規模改修 ·········································· 総 務 課 ２４４ 

   ◆第３◆ 芸術・文化のまちづくりの推進  

【部内】 絵本館プロジェクトの推進 ················································ コミュニティ文化課 ９６ 

【重点】 公会堂整備事業の推進 ·················································· コミュニティ文化課 ８２ 

【重点】 三鷹ゆかりの文化人顕彰事業―市制施行 60 周年記念事業― ······· コミュニティ文化課 ９２ 

 【重点】 武蔵野（野川流域）の水車経営農家・大沢二丁目古民家の整備Ⅰ ··· 生 涯 学 習 課 ２２０ 

【重点】 武蔵野（野川流域）の水車経営農家・大沢二丁目古民家の整備Ⅱ ··· 生 涯 学 習 課 ２２２ 

 

 第８部 ふれあいと協働で進める市民自治のまちをつくる                            

  ◆第１◆ コミュニティの展開と協働のまちづくりの推進 
   【重点】 大沢コミュニティ・センターの耐震補強の実施 ··························· コミュニティ文化課  ８４ 

【部内】 地域自治組織の活性化支援（がんばる地域応援プロジェクト） ········ コミュニティ文化課 ９８ 

【部内】 三鷹の森 科学文化祭の開催―市制施行 60 周年記念事業― ······ 企 画 経 営 課 ２２ 
【部内】 市民協働センターの運営の支援 ········································· コミュニティ文化課 １０４ 

  ◆第２◆ 「21 世紀型自治体」の実現と都市自治の確立 
   【重点】 第４次基本計画の策定に向けた取り組み ······························· 企 画 経 営 課 ４ 

【重点】 新たな行財政改革推進計画の策定に向けた取り組み ················· 企画経 営課 ・財政 課 ６ 
【重点】 平成 22 年国勢調査の実施 ·············································· 企 画 経 営 課 ２０ 
【重点】 職員給与制度の見直し ··················································· 職 員 課 ３８ 
【部内】 公文書管理基準（仮称）の検討 ·········································· 政 策 法 務 課 ５０ 
【重点】 市制施行 60 周年事業の実施（11 月３日市制施行記念式典ほか多様な記念事業の実施）  ·· 秘 書 広 報 課 ８ 

【重点】 職員のメンタルヘルスを含む総合的な健康管理の推進 ··············· 職 員 課 ４２ 
【部内】 人事任用制度の検証・改善 ·············································· 職 員 課 ５２ 

【重点】 ワーク・ライフ・バランスの推進（時間外勤務の縮減等） ················ 職 員 課 ４０ 
【重点】 戦略的視点に立った職員定数の見直し・適正配置 ····················· 職 員 課 ３６ 

【部内】 新公会計制度への対応 ·················································· 財 政 課 ２８ 
【重点】 市税収入の把握と収納率の向上 ········································ 市民税課・資産税課・納税課 ６０ 
【重点】 指定管理者の評価の公表・検証 ········································· 政 策 法 務 課 ４８ 
【重点】 学校給食の充実と効率的運営 ··········································· 学 務 課 ２２４ 

【重点】 各種証明書の交付の利便性向上と住民基本台帳カードの普及 ······ 市 民 課 ６４ 
【重点】 窓口サービスの向上 ······················································ 市 民 部 各 課 ５８ 

【重点】 公共施設の保全・活用に向けた取り組み ······························· 公 共 施 設 課 １７６ 
【重点】 市民センター周辺地区整備に向けた取り組み ·························· 都市再生推進本部事務局 ２ 

【重点】 各種市民会議、審議会等の活性化 ······································ 職 員 課 ３４ 

【重点】 出版社との協働による「三鷹の魅力」の全国発信―市制施行 60 周年記念事業― ·· 秘 書 広 報 課 １２ 

【重点】 総合評価一般競争入札の一部実施 ····································· 契 約 管 理 課 ４６ 
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